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■箱崎中学校

住所 ：東区筥松四丁目２１番２２号
開校 ：昭和２２年４月

（１）生徒・クラス数（Ｈ24.5.1時点）
１年生 174人 5クラス
２年生 148人 4クラス
３年生 166人 5クラス
特別支援 3人 1クラス
合計 491人 15クラス

住所 ：東区箱崎一丁目４１番１２号

（１）施設設立の趣旨
設立趣旨 ：図書館法に基づき次のような機能を持つ図書館を設立する。

①資料収集保存センターとしての機能
②資料情報センターとしての機能
③郷土資料センターとしての機能
④市町村立図書館活動の援助センターとしての機能
⑤子ども読書活動推進拠点としての機能

（２）蔵書数・年間利用者数
・ 蔵 書 数 ：７３９，２８１冊（平成２２年度末現在）
・ 年間利用者数 ：３９６，６４９人（平成２２年度）

（３）施設概要
・ 敷地面積 ： ４，９８２㎡（県所有）
・ 延床面積 ：１１，２１４㎡
・ 構 造 ：本館） 鉄筋コンクリート造 地下１階 地上５階建

別館） 鉄筋コンクリート造 地上５階建

・ 建設年 ：本館) 昭和５７年建築 （築３０年）
別館) 昭和５６年建築 （築３１年）

・ 耐震診断の状況 ：平成２３年３月に耐震診断を実施し、必要なしとの診断結果
・ 駐車台数 ：１７台と身障者用駐車場２台
・ バリアフリーの状況 ：身障者用のトイレ・スロープ・駐車場、エレベーターあり

（２）施設概要
【敷地】

敷地面積 ：３０，６８３㎡
運動場面積 ：１２，５００㎡

【建物】
延床面積合計 ：７，５２２㎡ (付帯建物除く)
１．校舎

延床面積 ：６，１７１㎡
構 造 ：鉄筋コンクリート造 ４階建
建設年 ：昭和４０年度（築４７年）

（昭和６１年度まで改築を実施）
（平成２２年度耐震改修工事済み）

２．講堂兼体育館
延床面積 ：６９７㎡
構 造 ：鉄筋コンクリート造 ２階建
建設年 ：昭和５０年度（築３７年）

（平成２１年度耐震改修工事済み）
３．技術科室

延床面積 ：２５０㎡
構 造 ：鉄筋コンクリート造 平家建
建設年 ：平成２１年度（築３年）

４．柔剣道場
延床面積 ：３５０㎡
構 造 ：鉄骨造 平家建
建設年 ：昭和５７年度（築３０年）

５．プール、プール更衣室
プール本体 構 造 ：鉄筋コンクリート造

建設年 ：平成１８年度（築６年）
更衣室 延床面積：５４㎡

構 造 ：鉄筋コンクリート造 平家建
建設年 ：平成１２年度（築１２年）

■福岡県立図書館

＜位置図＞

＜位置図＞

箱崎中学校

貝塚駅

貝塚公園

福岡県立図書館

筥崎宮



航空機騒音
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■

●66

●70
▲73

▲62

▲63

●72
▲65

城浜公民館

名島公民館 坂本町町民会館

福岡育児院

箱崎ＮＴＴ 福岡ﾘｰｾﾝﾄﾎﾃﾙ

筥松小学校
(常時測定)

筥松第２ポンプ場
（常時測定）

NTT二又瀬分局

大井集会所

吉塚梅香公園

東光会館

地図上の数値は平成22年度（国の調査地点は、21年度）の測定結果（WECPNL値）。

●…国（H21）、■…県（H22）、▲…市（H22）の測定点。

青色数字…Ｗ75未満、赤色数字…Ｗ75以上を表す。 注１）WECPNL（加重等価平均感覚騒音レベル）とは、航空機騒音のうるささを表す指標

として用いられているもので、航空機１機ごとの騒音レベルだけでなく、機数や騒音発生
時間帯などを加味した航空機騒音に係る単位

○航空機騒音に係る環境基準（昭和48年12月27日環境庁告示第154号）

７５以下Ⅱ

７０以下Ⅰ

基準値

（単位：WECPNL）

地域の類型

別表に掲げる地域のうち、類型Ⅰを当てはめた地域以外の地域。

ただし、都市計画法に規定する工業専用地域、国土利用計画法
に規定する森林地域であって、かつ、都市計画法に規定する市
街化区域以外の地域並びに河川法に規定する河川区域、海上、
湖沼及び空港敷地または飛行場敷地である地域は除く。

Ⅱ

別表に掲げる地域のうち、都市計画法に規定する第１種住居専
用地域、第2種住居専用地域、第１種中高層住居専用地域及び
第２種住居専用地域

Ⅰ

当てはめる地域地域の類型

○航空機騒音に係る環境基準の類型当てはめ（平成４年４月６日福岡県告示第672号）

箱崎キャンパスは、
類型Ⅱに該当し、

W７５以下が基準。

注１）別表では、福岡市（東区、博多区、中央区、南区）等が掲げられている。

九州大学
箱崎キャンパス 福岡空港

▲69
●77

航空機進入路

80

●80
▲

76

●箱崎キャンパス周辺の航空機騒音は、７６ （WECPNL値）であり、環境基準の７５を１超えている。



航空法による高さ制限
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●箱崎キャンパス周辺の航空法による高さ制限は、65～90ｍ （当該地の標高による）



東京圏の中枢機能のバックアップに関する検討（国土交通省）
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東日本大震災復興構想会議「復興への提言～悲惨のなかの希望～（Ｈ23年６月）」は、大災害が生じた場合でも、わが国全体としての経済社会活動が円滑に行われるよう国土の防災性を高める観点から、
各種機能のバックアップのあり方、機能分担・配置のあり方など広域的な国土政策の検討の必要性を指摘。また、国土審議会防災国土づくり委員会「災害に強い国土づくりへの提言（Ｈ23年７月）」においても、
東京圏の機能をどう分担し、或いはバックアップしていくかの検討がまずもって必要との指摘。

これらを受けて、検討会は、東京圏に存する中枢機能の継続が何らかの原因により不可能となる事態が発生した場合にも、これを代替する機能(バックアップ機能)が働くことによって最低限必要な中枢機能
が維持確保されることを最終目標として、そのバップアップに関する基礎的な検討を行うことを目的に開催された。

■東京圏の中枢機能のバックアップに関する検討会 二次とりまとめ 全体概要 （平成２４年４月５日 国土交通省）



東京圏の中枢機能のバックアップに関する検討（福岡市）
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○ 行政・経済の諸機能は東京圏に集中

（参考）東京圏における集中の割合 ※東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県

人口 ：２７．８％ 国内銀行貸出残高 ：５１．２％

名目GDP ：３１．９％ 情報サービス業 ：６１．０％
大企業本社・本店数 ：６２．７％ 外国法人数 ：８４．５％

（平成２３年７月「災害に強い国土づくりへの提言」より）

○ 東京圏機能バックアップの必要性

○東京圏が被災した場合、我が国の社会・経済活動等の機能、
ひいては国土全体に大きな影響が生じるおそれ

○大規模地震等の巨大災害が発生した際、東京圏域の機能の一部を分担
できるよう、諸機能の分散やバックアップ拠点の配置が必要

参考：平成２３年７月「災害に強い国土づくりへの提言」

○ 国等のデータを保存する機能（常時更新されるサーバ等の集積）
○ 災害発生時の対策のための意思決定機能
○ 経済・金融機能（特に決済機能など機能停止の影響が甚大なもの） 等

想定されるバックアップ機能

① 東京圏と同時被災の可能性が低いこと
○ 「バックアップ体制が機能を発揮するためには、その場所は東京圏と同時に被災する可能性

が低いことが不可欠」
○ 「現実的な判断要素としては、東日本大震災のように、広域巨大地震や津波、さらには原発

事故との複合といった事態を想定する必要」

② 一定規模の都市機能、経済機能を有すること
○ 「東京圏とのアクセスは確実である必要があるため、陸海空を活用し、複数ルート、複数手段

を確保しうることが求められる」
○ 「可能な限り早期かつ低コストでバックアップ体制を構築する観点からは、バックアップ業務の

実施に活用しうる執務室、会議室等の既存施設・設備が存在していることも重要な要件」

③ 東アジアとの連携を円滑に行えること
○ 「地理的にも近接している東アジアにおける国家間の支援体制を整備していくことは有益で

あると考えられ、東日本大震災の経験及び教訓を踏まえて、日中韓三か国は災害発生時
の支援体制を確認し、今後の防災分野に関する情報共有、支援のあり方を検討していくこ
ととしている。」

①及び②：平成２４年３月「東京圏の中枢機能のバックアップに関する検討会 二次とりまとめ」より
③：平成２３年７月「災害に強い国土づくりへの提言」より

○ 福岡がバックアップに適している理由

バックアップ機能を置く場所に必要と考えられる条件

○ 福岡市の取組み状況

平成２４年度事業としての予算化

（１）国土交通省における検討を踏まえ、専門家への意見聴取（国土政策、防災、インフラ、危機管理体制、地元経済界等）

・ 福岡市におけるバックアップの重要性、福岡市として担える機能や地理的適合性の整理

（２）意見聴取結果を踏まえた専門機関への調査研究委託等

・ 福岡の適合性の具体的な整理、必要となる空間ボリュームの検討など具体的なバックアップ実現方法、効果の推計等

○福岡市への誘致が考えられる機能やバックアップ先に求められる地理的条件への福岡市の適合性などの整理、検討
○東京圏バックアップ先としての福岡市の適合性について、国の関係機関や民間企業等に説明し、行政機能・経済機能を誘致

１ 事業目的

２ 事業概要

関係機関との連携

○今年度、福岡経済同友会が「東日本大震災からの日本経済復興のための第二次提言」を策定予定
○同提言を踏まえ、経済機能を含めたバックアップの誘致に向けた検討を開始

福岡経済同友会との連携

○平成２４年５月に、福岡県の総合計画策定にあたって、福岡県総合計画審議会が答申
○答申において、計画の基本的な考え方の１つとして、「中枢機能のバックアップ体制の構築も必要」と示されている

福岡県総合計画審議会答申

福岡

福岡

小笠原諸島

津波高さ（ｍ）

5.0～10.0
3.0～5.0
2.0～3.0
1.0～2.0
0.5～1.0
0.2～0.5
0.0～0.2

10.0～

（平成２４年４月「南海トラフの巨大地震モデル検討会」（第１６回）資料より）

東京圏と同時被災の可能性が低い福岡

・アジアとの近接性
・今後、２０年間人口増加（政令市では関東以外で福岡市のみ）
・東日本大震災以降、リスク分散などを理由として、本社機能

の一部などを福岡市に進出させる事例が増加

震度階級
７
６強
６弱
５強
５弱
４
３以下

・国の合同庁舎 ・高等裁判所 ・各国の領事館（５館）
・国連機関（国際連合人間居住計画アジア太平洋事務局）
・日本銀行支店 ・福岡証券取引所 ・大規模な会議場
・航空交通管理センター

13兆9,125億円

（西日本では大阪市
に続き第２位）

22兆1,264億円

（西日本では大阪府
に続き第２位）

年間商品販売額

（平成19年）

・外国航路船舶乗降人員数 全国１位（H22）

（平成５年より18年連続１位）

・国際コンベンション開催件数 全国２位（H22）

トピック

福岡市福岡県

6兆6,301億円

（西日本では大阪市
に続き第２位）

17兆5,649億円

（西日本では大阪
府・兵庫県に続き第
３位）

総生産（平成20年度）

507万1,623人
（Ｈ24.4現在）

148万7,972人
（Ｈ24.5現在）

推計人口

大規模な経済機能

充実した都市機能

加えて…



福岡市の取り組み
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暮らしの質の向上

年齢、性別、能力、背景などにかか
わらず、 「どこで も誰でも自由に使
いやすく」というユニバーサルデザイ
ンの理念を、市政運営における重要
な視点と し、環境づくりだけにとど
まらず、みんながやさしい、みんなに
やさしい｢ユニバーサルシティ福岡｣を
まちづくりの目標像と して掲げ、さ
まざまな取組みを推進。

社会環境の変化
例：国際交流の拡大、

ノーマライゼーション、
ダイバーシティ・・・

少子高齢化

子どもを持つ世帯の増加

暮らしの質の向上暮らしの質の向上

ユニバーサルシティ福岡

博多港の取り組み（日本海拠点港湾、博多港長期構想（案））グリーンアジア国際戦略総合特区

〈実現イメージ〉

公･民･学で理解

公･民･学で連携

公･民･学で行動

ユニバーサルシティ福岡の推進ユニバーサルシティ福岡の推進
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福岡D．C．の取り組み（福岡地域戦略推進協議会地域戦略（概要））

【将来像】 「東アジアのビジネスハブ」
～福岡都市圏は国際競争力を備えたアジアで最も持続可能な地域を目指す～

【戦略指針】 交流の活性化により質を重視した成長を図る ～「住みやすい」から「持続可能」へ

【目 標】 産学官民で連携による戦略遂行によって達成すべき目標を、GRP、雇用、人口につ

いて設定する。2011年～2020年の10年間での達成目標を、域内総生産（GRP）+2.8兆円
（年平均成長率+2.5%）、雇用+6万人（年平均成長率+0.5%）、人口+7万人（年平均成長率
+0.3%）とする。

【戦 略】 成長の源泉の再構築 ～質の変化への挑戦
①域外に向けて挑戦する環境をつくる
②人材の多様性を強化する
③革新的・創造的な交流の場をつくる

【重点分野】 取組む重点分野の選択と集中 ～８つのビジネス基盤×８つの重点産業分野

◆８つのビジネス基盤： ◇経済基盤（中小企業振興、資金調達、人材開発、社会実験）
◇街づくり（都心、ウォーターフロント、交通ネットワーク、住環境）

◆８つの重点産業分野：◇コンテンツ ◇ファッション ◇高等教育 ◇通販 ◇集客・交流 ◇食
◇生活関連サービス（環境、福祉など） ◇グローバル研究開発

(注) 2012年度は、この中から５つの部会（観光部会、環境部会、人材部会、都市再生部会、食部

会検討会）を設置。

産学官民連携による取り組み

文部科学省の取り組み

九州大学の取り組み（水素研究）

九州大学の取り組み



九州大学の取り組み
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九州大学の取り組み（風レンズ風車） 九州大学の取り組み（有機エレクトロニクス）

九州大学の取り組み（基幹教育院）



「国土の長期展望」中間とりまとめ 概要
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「国土の長期展望」中間とりまとめ 概要
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「国土の長期展望」中間とりまとめ 概要
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